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◆雇用保険料率の引き下げ（H29｡4～） 

 平成 29 年 4 月より、雇用保険料率が、労働者負担・

事業主負担ともに 0.1％ずつ引き下がります。 

 

【一般の事業の場合】 

 H28 年度 H29 年度 

 

雇用保険料 
 

1.1％ 0.9% 

（内訳） 

事業主負担 0.7% 

労働者負担 0.4% 

（内訳） 

事業主負担 0.6% 

労働者負担 0.3% 

  

なお、4 月より子ども・子育て拠出金率も 0.23％へ

改定されています（H28 年度：0.2％）。 

今月のお給料計算の際には、雇用保険の保険料率の

改定をお忘れになりませんようお気を付けください。 

 

 

 

 

◆関東 4 都県の募集時平均時給は 1,000 円を突破 

パートタイマーの平成 28 年 12 月の平均時給は、関東

4 都県（東京、神奈川、埼玉、千葉）で 1,020 円、東日本で

1,000 円でした（アイデム人と仕事研究所が 3 月 3 日に

公表した集計結果による）。 

職種別では、「専門・技術職」で前年同月比マイナス88

円の 1,203 円となったほかは、「事務職」「販売・営業職」

「フードサービス職」「運輸・通信・保安職」「製造・建設・労

務職」「その他」のいずれもプラス7～68円で増額しまし

た。 

伸び率が高かったのは、「運輸・通信・保安職」の前年

同月比プラス 68円の 1,057 円と、「フードサービス職」の

同プラス 12 円の 924 円でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆西日本の平均時給の伸びは東日本を上回る 

関西 3 府県（大阪・京都・兵庫）は 990 円で前年同月比

9 円プラス、西日本は 969 円で同プラス 16 円と、いずれ

も関東 4 都県の 2 円プラス、東日本の 8 円マイナスを上

回りました。 

職種別では、東日本と同様、「専門・技術職」で前年同

月比マイナス27円の 1,267円となったほかは、いずれも

9～44 円プラスでした。 

伸び率が高かったのは「販売・営業職」の前年同月比

プラス 44 円の 893 円、次いで「製造・建設・労務職」の同

プラス 37 円の 927 円でした。この点は、東日本と異なる

結果です。 

 

◆全体ではプラス傾向だが一部にマイナス 100 円超も 

集計結果は平成 24 年 1 月から 48 カ月の推移をみる

ことができますが、全体で、東日本は 970 円から 1,000

円、西日本は 919 円から 969 円と、プラス傾向が続いて

います。 

ところが、「専門・技術職」は前年同月比で東京都区部

や神奈川県はマイナス 107円、京都府はマイナス 200円

と、兵庫県でプラス 108 円となった以外、いずれもマイ

ナスです。 

 

◆医療・介護・保育業界の人材確保に影響が？ 

この「専門・技術職」とは、看護師・准看護師、看護助手、

薬剤師、歯科衛生士、歯科助手、介護福祉士、介護ヘルパ

ー（2 級以上）、保育士です。 

いずれも人手不足が深刻な職種で、時給のマイナス

によりさらなる悪化が懸念されます。 

厚生労働省では、これらの職種における処遇改善に対

する助成金も設けています。活用を検討してみてはいか

がでしょうか。 
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◆最大 50 万円支給 

2 月 15 日より、中小企業事業主を対象とした「職場意

識改善助成金（勤務間インターバル導入コース）」の申請

受付がスタートしました。本助成金は、過重労働の防止お

よび長時間労働の抑制に向け、勤務間インターバル（休

息時間数を問わず就業規則等において終業から次の始

業までの休息時間を確保することを定めているもの）の

導入に取り組んだ際に、その実施に要した費用の一部

（最大で 50 万円）を助成するものです。 

 

◆支給対象事業主は？ 

支給対象事業主は次の通りです（その他、資本・出資額

や労働者数に関する要件があります）。 

（１）次のアからウのいずれかに該当する事業場を有する

事業主であること 

ア 勤務間インターバルを導入していない事業場 

イ すでに休息時間数が９時間以上の勤務間インターバ

ルを導入している事業場であって、対象となる労働者

が当該事業場に所属する労働者の半数以下である事

業場  

ウ すでに休息時間数が９時間未満の勤務間インターバ

ルを導入している事業場  

（２）労働時間等の設定の改善を目的とした労働時間の

上限設定に積極的に取り組む意欲があり、かつ成果が

期待できる事業主であること 

 

◆支給対象となる取組み 

以下の取組みのうち、いずれか１つ以上を実施する必

要があります（原則としてパソコン、タブレット、スマートフ

ォンは対象となりません）。 

（１）労務管理担当者に対する研修  

（２）労働者に対する研修、周知・啓発  

（３）外部専門家（社会保険労務士、中小企業診断士な

ど）によるコンサルティング  

（４）就業規則・労使協定等の作成・変更（時間外・休日労

働に関する規定の整備など）  

（５）労務管理用ソフトウェアの導入・更新  

（６）労務管理用機器の導入・更新  

（７）その他の勤務間インターバル導入のための機器等

の導入・更新 

 

 

なお、支給対象となる取組みは、「成果目標」として、

事業実施計画において指定したすべての事業場におい

て、休息時間数が「9時間以上 11時間未満」または「11時

間以上」の勤務間インターバルを導入することを目指し

て実施することが求められています。 

 

◆申請受付期限は？ 

都道府県労働局への申請受付は 12 月 15 日が締切日

となっていますが、支給対象事業主数は国の予算額に

制約されるため、それ以前に受付が締め切られる場合

があります。申請をご検討される場合は、弊所までお問

い合わせ下さい。 

 

 

◆2 月末に結果公表 

厚生労働省では、年に一度、主要産業における企業の

労働時間制度、定年制、賃金制度等について総合的に調

査し、民間企業における就労条件の現状を公表していま

す。今回は、2月末に発表された「平成28年度 就労条件

総合調査の概況」から、年次有給休暇についての実態を

見てみましょう。 

なお、この調査は平成 28 年 1 月 1 日現在の状況につ

いて行われていますが、年間については、平成27 年（ま

たは平成 26 会計年度）1 年間の状況についての調査で

す。 

 

◆年次有給休暇の取得状況 

平成27 年（または平成26 会計年度）の1年間に企業

が付与した年次有給休暇日数（繰越日数を除く）は、労

働者 1人平均 18.1 日（前年 18.4 日）、そのうち労働者が

取得した日数は 8.8 日（同 8.8 日）で、取得率は 48.7％

（同 47.6％）となっています。 

取得率を企業規模別にみると、1,000 人以上が

54.7％（同 52.2％）、300～999 人が 47.1％（同 47.1％）、

100～299 人が 44.8％（同 44.9％）、30～99 人が

43.7％（同 43.2％）という結果が出ています。 

 

◆年次有給休暇の時間単位取得制度 

過半数組合、それがない場合は過半数代表者との間

で会社が労使協定を締結すれば、年に5日を限度として

時間単位で年次有給休暇を与えることがでる制度（時

間単位年休）が 7 年前から施行されています。 

 
  

  

「年次有給休暇」の取得状況は？ 

「勤務間インターバル」導入助成金 
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この制度がある企業割合は 16.8％（前年 16.2％）とな

っています。 

 

◆適正な運用を 

年次有給休暇は、労働基準法で定められた当然の権

利ではありますが、「あまり取ってほしくない」というの

が本音だという企業もあるでしょう。 

しかし、このご時世、有休が取得できないとなると「ブ

ラック企業」と言われかねません。コンプライアンス意識

をしっかり持つとともに、従業員のワークライフバランス

を考えた仕事の割り振りや仕組みを考えていかなけれ

ばなりません。 

 

 

 

◆女性の平均賃金が過去最高に 

厚生労働省が発表した平成 28 年の「賃金構造基本統

計調査」によると、フルタイムで働く女性の平均賃金は

月額 24万 4,600 円（前年比 1.1％増）となり、過去最高を

記録したそうです。 

一方、全体の平均賃金は 30 万 4,000 円、男性の平均

賃金は 33万 5,200 円で共に前年と横ばいでした。 

また、男性の賃金を 100％とした場合に女性は 73％と

なり、男女間賃金格差は過去最小を更新しています。こ

れは 20 年前（平成 9 年）よりも約 10％縮まったことにな

ります。 

同省は、賃金格差の縮小は「管理職に占める女性の割

合が過去最高の 9.3％だったことにより、平均賃金を押

し上げた」と分析しています。昨年から女性活躍推進法

が施行され、今後、企業は女性の採用や管理職への登用

を積極的に進め、その格差はさらに縮まっていくことが

予想されます。 

 

◆雇用形態間賃金格差も過去最小 

雇用形態別に平均賃金を見ると、正社員は32万1,700

円（前年比 0.2％増）、非正規社員は 21 万 1,800 円（同

3.3％増）でした。 

正社員を 100％とした場合に非正規社員は 65.8％と

なり、平成 17 年の調査開始以来賃金の格差は最小とな

りましが、これは人手不足などを背景とする女性の非正

規社員の給与アップや最低賃金の上昇などにより格差

が縮まったのが要因とされています。 

 

 

また、短時間労働者の 1時間当たり賃金は、男女計

1,075円（前年比 1.5％増）、男性 1,134円（同 0.1％増）、女

性1,054円（同2.1％増）となっており、いずれも過去最高

となっています。 

 

 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

17 日 

○ 給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出

［市区町村］ 

5 月 1 日 

○ 預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出 

＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税均等割の申告納付 

［都道府県・市町村］ 

 

 

 

新年度がスタートしました。今年は桜の開花がゆっ

くりでしたが、小中学校の入学式にちょうど満開の花

を咲かせてくれました。桜の花を見ると何だかほんわ

かします。 

今月も最後までお読みくださり、ありがとうござい

ました。（R.O） 

男女間、正規・非正規間の賃金格差が  

過去最小に！ 

４月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

  

  

編集後記 


